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社会保険労務士法人NSR
ワークエンゲージメント推進室CWO

社会保険労務士 武田かおり
（テレワーク社労士・ハラスメントゼロ社労士）

第２回 
テレワーク実施時の労務管理上の留意点

～テレワーク努力義務化に向けて～
(3歳未満育児・介護期）

令和６年度 厚生労働省セミナー

2024年８月８日
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テレワ一ク社労士 武田かおり プロフィール

2008年テレワーク専門相談員就任後、「テレワーク社労士」として、厚
生労働省・総務省事業等政府事業主催セミナー他、企業団体向けセミ
ナー講演５00件以上登壇、テレワーク導入支援・相談1000件以上対応。
自治体、経団連主催の働き方改革イベント・動画、NHK （Ｅテレ）等出演。
育児介護、ハラスメント、コミュニケーション相談・研修など、気持ちよく
働ける職場環境実現のサポートを致しております。

2008年～ テレワーク専門相談員就任
2016年～ 社会保険労務士法人ＮＳＲの役員就任
2019年～(一社） 日本テレワーク協会 客員研究員就任
2020年 令和2年度厚生労働省事業

 大阪テレワーク相談センター受託運営

社会保険労務士法人NSR
ワークエンゲージメント推進室 CWO

武田かおり
社会保険労務士
総務省地域情報化ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、ﾃﾚﾜｰｸﾏﾈｰｼﾞｬｰ

 一般社団法人日本ﾃﾚﾜｰｸ協会 客員研究員
 日本ﾃﾚﾜｰｸ学会学会員 ﾊﾗｽﾒﾝﾄ相談員

＜テレワーク関係著書・執筆・動画＞

2009年 社団法人全国労働基準関係団体連合会
「在宅勤務－導入のポイントと企業例」共著

2016年 労働新聞「テレワーク導入最前線」（全24回）連載
2018年 日経ムック『実践！テレワークで「働き方改革」』監修
2018年 同友館「地域とヒトを活かすテレワーク」共著
2018年 日本法令「テレワーク導入・運用の教科書」共著 
2019年 内閣府「カエル！ジャパン通信Vol.136コラム」執筆
2020年 明南経営「LCG人事労務管理WEBカレッジ」

2020年 日経文庫「いまさら聞けないテレワークの常識」
（最新刊）

 他、新聞・雑誌・ＴＶ出演多数。

テレワーク社労士
ﾊﾗｽﾒﾝﾄｾﾞﾛ社労士
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平成4年社会保険労務士
試験合格、平成18年紛
争解決代理業務試験合格

中島康之
なかじま やすゆき

【目次】 厚生労働省テレワークセミナー 第２回

１．育児・介護・病気との両立支援

２．両立支援における労働時間

３．テレワークガイドライン

４．テレワークにおける労働安全衛生と労働災害補償

５．テレワークにおける人事評価と費用負担

６．労働時間制度の活用

７．労働時間管理の工夫

テレワーク実施時の労務管理上の留意点
～テレワーク努力義務化(3歳未満育児・介護期）に向けて～
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1.育児・介護・病気との両立支援
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育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法 改正ポイントのご案内
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001259367.pdf 

短時間勤務制度
○1日６時間とする措置。
（※）様々なニーズに対応するため、 
1日６時間を必置とした上で、他の勤務時間も併せ
て設定することを促す。（指針）

○労使協定により、短時間勤務が困難な業
務に従事する労働者を適用除外とする場合
の代替措置
・育児休業に関する制度に準じる措置
・始業時刻の変更等（※）

に、テレワークを追加

テレワーク努力義務
３歳になるまでの子を養育する労働者に関
し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、
テレワークを追加

1-1.育児期における法改正イメージ
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・・・令和7年4月１日施行

赤色の文字・・・【厚生労働省ホームページ】育児・介護休業法について

「令和６年改正法の概要」
「１．（１）子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充」を引用

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世
代育成支援対策推進法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令

政令第280号令和6年9月11日公布 「令和７年10 月１日とする。」

【労働政策審議会雇用環境･均等分科会(第67回)令和６年１月30日[参考資料1-2]】を引用し編集

育児休業（一定の場合、最長2歳まで取得可）
出生時育児休業

所定労働時間の短縮措置等
【原則】短時間勤務制度（1日の所定労働時間を6時間に短縮） ・始業時刻等の変更

《短時間勤務措置を講じることが困難と認められる業務の代替措置》 ・テレワーク(10日/月)

・育児休業に関する制度に準じる措置 ・保育施設の設置運営等

・フレックスタイム制 ・新たな休暇の付与(10日/年)

・始業又は終業時刻を繰り上げ、繰り下げる制度(時差出勤) ・短時間勤務制度

・保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

所定労働時間の制限（残業免除）
・労働者の請求で、所定労働時間を越える労働を禁止

・１回につき、1か月以上1年以内の期間で、何回も請求できる

子の看護等休暇
・病気・けがをした子の看護や、予防接種・健康診断を受けさせるため、また、感染症に伴う学級閉鎖、入園(入学)式及び卒園式へ出席するために、取得できる

・子が1人の場合年に5日、2人以上の場合年に10日が付与される（時間単位で利用可）

時間外労働（残業制限）・深夜業の制限
・労働者の請求で、制限時間（1月24時間、1年150時間）を越える時間外労働を禁止

・時間外労働の制限は、1回につき1月以上1年以内の期間で、何回でも請求できる

・労働者の請求で、午後10時から午前5時における労働を禁止

・深夜業の制限は、1回につき1月以上1年以内の期間で、何回でも請求できる

小学校就学前の子

小学校3年終了

テレワークを選択できるよう措置を講じること（努力義務）

柔軟な働き方を実現するための措置等

テレワーク等と新たな休暇は、原則時間単位で取得可

の中から２以上の制
度を選択して措置す
る必要があります。

事業主が選択した措置につ
いて、労働者に対する個別の
周知・意向確認の措置

小学3年

（代替措置）テレワークを追加

1歳 １歳６か月 ２歳 ３歳 就学

1-2.育児期の両立支援制度についての法改正【令和7年4月1日施行】【政令で定める施行期日案：令和7年10月1日】
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・始業時刻等の変更

・テレワーク(10日/月)

・保育施設の設置運営等

・新たな休暇の付与(10日/年)

・短時間勤務制度

柔軟な働き方を実現するため
の措置等

テレワーク等と新たな休暇は、原則時間単位で取得可

② 「在宅勤務等の措置」は、次に掲げる要件を満たさなければならないものとする。

ア １日の所定労働時間を変更することなく利用をすることができること
イ １月につき１週間の所定労働日数が５日の労働者については10 労働日とし、１週間の所定労働日数が５日以外

の労働者についてはその１週間の所定労働日数に応じた労働日とすること
ウ 時間単位（１日の所定労働時間数に満たないものとする。）で利用できるものであって、始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続して利用するものであること
※ １日未満の単位で利用する在宅勤務等の措置の１日の時間数は、１日の所定労働時間数とする。

（日によって所定労働時間数が異なる場合には、１年間における１日平均所定労働時間数とし、１日の所定労働
時間数又は１年間における１日平均所定労働時間数に１時間に満たない端数がある場合は、１時間に切り上げ
るものとする。）

④ 「労働者が就業しつつ当該子を養育することを容易にするための休暇を与えるための措置」は、次に掲げる

要件を満たさなければならないものとする。
ア １日の所定労働時間を変更することなく利用をすること及び１年につき10 労働日の利用をすることができるものとすること
イ 「労働者が就業しつつ当該子を養育することを容易にするための休暇」が取得できる厚生労働省令で定める１日未満の単位は、時間（１日の所定

労働時間数に満たないものとする。）（※）とすること
※ １日未満の単位で取得する休暇１日の時間数は、１日の所定労働時間数とする。

（日によって所定労働時間数が異なる場合には、１年間における１日平均所定労働時間数とし、１日の所定労働時間数又は１年間における１日
平均所定労働時間数に１時間に満たない端数がある場合は、１時間に切り上げるものとする。）

※ 始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続するものとする。

(令和６年６月26日)「第69回労働政策審議会雇用環境・均等分科会」【資料２－２】を引用し編集

1-３.育児期における柔軟な働き方を実現するための措置等

【育児・介護休業法の改正を
踏まえた主な省令事項（案）】

① 「始業時刻変更等の措置であって厚生労働省令で定めるもの」の内容は、次に掲げる

いずれかの方法により講じなければならないものとする。
ア 労働基準法第 32 条の３第１項の規定による労働時間の制度を設けること（フレックスタイム制）（総労働時間

を清算期間における所定労働日数で除した時間が１日の所定労働時間と同一であるものに限る。）
イ １日の所定労働時間を変更することなく始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度を設けること
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介護期の働き方について、
労働者がテレワークを選択できるよう事業主に努力義務

1-４.介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等

※「選択的措置義務」については、
【２．両立支援における労働時間】

にて解説
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対象家族が介護の状況

対象家族が当該労働者の介護を必要と
する状況に至ったことを申し出たとき

介護に直面した労働者
個別周知する事項

介護休業に関する制度

介護休暇に関する制度

所定外労働の制限に関する制度

時間外労働の制限に関する制度

深夜業の制限に関する制度

介護のための所定労働時間の短縮等の措置

介護休業給付金に関すること

個別周知・意向確認

面談 書面の交付 ファクシミリを利
用しての送信

電子メール等の送信

労働者が電子メール等の記録を出力することによ
り書面を作成することができるものに限る。

介護に直面する前の早期の両立支援制度等に関する情報提供

事業主が情報提供を行う期間は次のいずれかとする

40 歳に達した日の属する年度の初日から末日まで

初日 末日

40 歳に達した日の翌日から起算して１年間

誕生日 1年

※「達した日」とは、誕生日の前日

※併せて介護保険制度についての周知も望ましい（指針）。

※介護休業制度の目的（介護の体制を構築するために一定期間休業するもの）の理解促進を図る観点から、
事業主による個別周知等を行う際には、その制度目的を踏まえることが望ましい（指針）。

1-５.介護離職防止のための個別の周知・意向確認、 雇用環境整備等の措置

介護両立支援
制度等

介護休業及び介護両立支援制度等の申出の申出先
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1-６.病気と仕事の両立支援

事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン（全体版）令和６年３月改訂版

企業・医療機関
連携マニュアル
（全体版）令和３
年３月改訂版

②勤務制度
【時差出勤制度】

事業者が自主的に設ける勤務制度であり、始業及び終業の時刻を変更することにより、
身体に負担のかかる通勤時間帯を避けて通勤するといった対応が可能となる。

【短時間勤務制度】 ※育児、介護休業法に基づく短時間勤務制度とは別のもの
事業者が自主的に設ける勤務制度であり、療養中・療養後の負担を軽減すること等を目
的として、所定労働時間を短縮する制度。

【在宅勤務（テレワーク）】
事業者が自主的に設ける勤務制度であり、パソコンなどの情報通信機器を活用した場所
にとらわれない柔軟な働き方。自宅で勤務することにより、通勤による身体への負担を軽
減することが可能となる。

【試し出勤制度】
事業者が自主的に設ける勤務制度であり、長期間にわたり休業していた労働者に対し、円
滑な復職を支援するために、勤務時間や勤務日数を短縮した試し出勤等を行うもの。復
職や治療を受けながら就労することに不安を感じている労働者や、受入れに不安を感じ
ている職場の関係者にとって、試し出勤制度があることで不安を解消し、円滑な就労に向
けて具体的な準備を行うことが可能となる。

医師・医療機関
患者の「仕事をしたいという」
希望に対し、事業主から患者
の業務についての情報を得て、
就労に対する意見、配慮、就
業制限等の診断。

事業主
従業員の「仕事をしたい」と
いう希望に対し、医師・医療
機関と情報共有し、就労可
能の診断を得た上で、勤務
させるかどうかを総合的に
判断。

長期病気治療中の従業員が
「仕事をしたい」と申し出た場合

病気休職 長期の病気欠勤

定義等

「休職」とは、ある従業員について

労務に従事させることが不能また

は不適当な事由が生じた場合

に、使用者がその従業員に対し

労働契約そのものは維持させな

がら労務への従事を免除すること

または禁止することである。
出典：(中労委)[36] 傷病休職期間の賃金の

支払い

「欠勤」･･･勤めを休むこと。出勤

すべき日に出勤しないこと。【デジ

タル大辞泉】

年次有給休暇
労働日でないので取得できな

い。

長期の病気欠勤中であっても年

次有給休暇を取得することはで

きる。ただし、欠勤後（事後）の

年次有給休暇への振替は事業

主の裁量による。

期間中の就労

労働日でないので就労できな

い。ただし、治療の一環として医

師の指導の下で「リハビリ勤務」

「訓練」等として勤務することはで

きる。※企業に「リハビリ勤務制度」等がある場

合

医師の就労可能である所見があ

れば就労できる。ただし、就業制

限がある場合は、その範囲内に

限られる。なお、就業制限がある

場合の就労について、認めるかど

うかは事業主の判断による。

勤務中の賃金
「リハビリ勤務」は、労働ではない

ので賃金は、発生しない。

勤務は労働なので賃金は、発生

する。

勤務中の労災
労災（業務上・通勤）の対象と

ならない。

労災（業務上・通勤）の対象と

なる。
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２．両立支援における労働時間

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 12

■短時間勤務の制度
・ １日の所定労働時間を短

縮する制度
・ 週又は月の所定労働時間

を短縮する制度
・ 週又は月の所定労働日数

を短縮する制度
（隔日勤務や、特定の曜日のみの勤

務等の制度をいいます）

・ 労働者が個々に勤務しな
い日又は時間を請求する
ことを認める制度

選択的措置義務
事業主は次のうち、いずれか１つ以
上の制度を設ける必要があります。

フレックスタイム制度

時差出勤の制度

介護費用の助成措置

短時間勤務制度

「短時間勤務制度」には、次
のような制度があります。

2-1.介護期の働き方における「 選択的措置義務」
Ａ：特定の曜日を短時間勤務し、週の所定労働時間を短縮するパターン

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

B：特定の週のすべてを短時間勤務し、月の所定労働時間を短縮するパターン

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

C：週の労働日数を短縮するパターン

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

D：月の労働日数を短縮するパターン

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

※このパターンは、例示なのでこれ以外にもパターンは考えられます。

終

日

介

護

終

日

介

護

終

日

介

護

終

日

介

護

終

日

介

護

短

時

間

短

時

間

終

日

介

護

終

日

介

護

終

日

介

護

終

日

介

護

短

時

間

短

時

間

短

時

間

短

時

間

短

時

間

短

時

間

短

時

間
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2-2.育児期の働き方における短時間勤務制度の勤務時間の柔軟な設定

出所：【労働政策審議会雇用環境･均等分科会(第67回)令和６年１月30日[参考資料1-2]】を引用し編集

所定労働時間を
原則６時間とする

例として、
所定労働時間
5時間の設定や
隔日勤務等
所定労働日数を短
縮する措置なども、
上記6時間の選択
肢とあわせて措置
することは可能

法律上
必要な措置

法律を
上回る措置として
柔軟な追加設定の例

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 14

出所：厚生労働省「育児・介護休業法 改正ポイントのご案内（令和４年４月１日から３段階で施行）を引用し編集

育児・介護休業法上の
育児休業は、休業期間
中の労務提供義務を
消滅させる制度であ
り、休業期間中に就労
することは想定されて
いない。

しかし、労使の話し合い
により、子の養育をする
必要がない期間に限り、
一時的・臨時的にその
事業主の下で就労するこ
とはできる。

その場合、就労が月10
日（10日を超える場合は
80時間）以下であれば、
育児休業給付金が支給
される。

2-３.産後パパ育休中の就業※
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(厚労省)令和３年改正育児・介護休業法に関する Q＆A （令和３年11月30時点）

労使協定書に「産後パパ育休中
の就労」を記載しない

認める 認めない

労使協定書に「産後パパ育休中
の就労」を記載する

「産後パパ育休」期間中の
就業をどうするか

（出生時育児休業中の就業）
第〇条 出生時育児休業中の就業を希望す
る従業員は、事業所長に就業可能日等を申
し出ることができるものとする。

労使協定記載例

①労働者が就業してもよい場合は、
事業主にその条件を申し出

②事業主は、労働者が申し出た条件の範囲内 
で候補日・時間を提示（候補日等がない場合はその旨）

③労働者が同意

④事業主が通知

なお、就業可能日等には上限があります。
◦休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分
◦休業開始・終了予定日を就業日とする場合は
当該日の所定労働時間数未満

【具体的な手続きの流れ】

2-４.産後パパ育休中の就労について（労使協定要）

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 16

産後パパ育休も育児休業給付（出生時育児休業給付金）の対象です。
休業中に就業日がある場合は、就業日数が最大10日（10日を超える場合は就業している
時間数が80時間）以下である場合に、給付の対象となります。
注：休業日数が28日より短い場合は、その日数に比例して短くなります。

出所：厚生労働省「育児・介護休業法 改正ポイントのご案内（令和４年４月１日から３段階で施行）」を引用し編集

例）所定労働時間が１日８時間、１週間の所定労働日が５日の労働者が、休業２週間・休業期間中
の所定労働日10日・休業期間中の所定労働時間80時間の場合の上限は、

就業日数上限５日、就業時間上限40時間、休業開始・終了予定日の就業は８時間未満

※産後パパ育休と育児休業給付は就業の上限のルールが違いますので注意してください。

テレワーク
（在宅勤務）なら、
移動時間がなく
より効率的！

28日（歴日数）より短く、14日（歴日数）になりますので、
就業日数が最大５日（5日を超える場合は就業している時間数が40時間）以下

2-５.産後パパ育休中の就業上限
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３．テレワークガイドライン

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 18

３-1. テレワークの労務管理とテレワークガイドライン（ ）

◇テレワークガイドラインパンフレット
https://www.mhlw.go.jp/content
/000828987.pdf

令和3年
3月25日

改定

■労働基準関係法令の適用
労働基準法上の労働者につい
ては、テレワークを行う場合も、
以下のような労働基準関係法
令が適用されます

■テレワークガイドラインにおける
「テレワーク」とは、
労働者が情報通信技術を利用して
行う事業場外勤務

テレワークガイドラインテレワークの適切な
導入及び実施の推進のためのガイドライン
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３-２. テレワークの定義と形態

■テレワークとは

■テレワークの形態

雇用型
テレワーク

自営型
テレワーク

在宅勤務

通勤を要しないことから
、通勤に要する時間を柔
軟に活用できる。災害時
や仕事と生活との両立に
資する働き方。

通勤時間を短縮し
つつ、作業環境の
整ったサテライト
オフィスで仕事を
行う働き方。

外勤における移動
時間を利用するな
ど、業務の効率化
を図ることが可能
な働き方。

働く場所による区分 →

ワーケーション

普段のオフィスとは異な
る場所で余暇を楽しみつ
つ仕事を行う。モバイル
勤務サテライトオフィス
勤務の一形態。

※テレワーク：「tele＝離れたところで」と「work＝働く」をあわせた造語

「情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方」

サードワークプレイス（オフィスや自宅以外の場所）

就
業
形
態
に
よ
る
区
分→

※

「労
働
者
性
」に
注
意

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ勤務 モバイル勤務
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■テレワークを円滑に実施するためには使用者は労使で協議して策定したテレワークのルールを就業規
則に定め、労働者に適切に周知することが望ましい。

意見書
周知

就業規則

〇〇株式会社

給与規程

旅費規程

育介規程

テレワーク
勤務規程

※各規程はすべて就業規則の一部

モバイル勤務規程

サテライトオフィス勤務規程

在宅勤務規程

厚生労働省テ
レワークモデ
ル就業規則

（巻末に在宅勤務規
程の見本あり→）

日経文庫「いまさ
ら聞けないテレ
ワークの常識」
巻末にハイブリッド型
テレワーク勤務規程の
見本あり→

https://telework.mhlw.go.jp/
info/pdf/teleworkmodel.pdf

※規定とは別に、ハンドブック、ガイドブックなどを作成して運用ルールを周知することも有効

各規程は所轄労働基準監督署への届出、周知が必要

■テレワークを行う場所について、労働者の都合に合わせ
て柔軟に選択することができる場合には、使用者の許可基
準を示した上で、「使用者が許可する場所」においてテレ
ワークが可能である旨を定めておくことが考えられます。

３-３.就業規則の整備
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３-4. 就業規則改定及び規程作成における検討事項 

テレワークの目的 ワークライフバランスの実現、育児・介護・傷病との両立、生産
性の向上等

対象者 自宅の就業環境、個人的理由（育児・介護・傷病・遠距離）、勤続
年数、等級、業務内容等

就業場所 自宅、サテライトオフィス、会社が定める場所、会社が禁止する
場所を列挙する等

利用頻度、単位、期間 制限なし、週〇日、月〇日、週〇日以上出社、1日単位、半日単
位、災害等による交通障害、感染症の流行等事情や個人的事
情、トライアル期間、取り消しルール設定等

労働時間制度 通常の労働時間制（始業時間選択の可否）、フレックスタイム制、
裁量労働制等

労働時間の把握 クラウド勤怠に打刻、PC起動時間、始業終業メールやチャット、
日報、データ入力、 オンライン常時接続による現認等

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 22

３-5. 労働条件の明示-1.労働条件の明示のポイント

など・・・

（労働契約法（平成19年法律第128号）第８条～第11条）

テレワーク勤務

オフィス勤務

労働者に対し雇い入れ直後からテレワークを行わせることが通常想定
される場合は、雇入れ直後の就業の場所として、また、その労働契約
の期間中にテレワークを行うことが通常想定される場合は変更の範囲
として、自宅やサテライトオフィスなど、テレワークを行う場所を明示
する必要がある。

就労の開始後にテレワークを行わせることを予定している場合には、
就業の場所としてテレワークを行う場所を明示することが望ましい

■使用者は労働契約を締結する際、
労働者に対し、就業の場所に関する
事項を明示すること（労働基準法第15条）

新しく雇い入れる労働者

既に雇い入れている労働者

明示しなければならない事項 定めがある場合明示しなければならない事項

☐労働契約の期間
☐期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項
☐就業場所及び従事すべき業務
☐始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時

間、休日、休暇並びに労働者を 2 組以上に分けて就業させる場合
における就業時転換に関すること

☐賃金の決定・計算・支払方法・締切りの時期・支払の時期、昇給
☐退職（解雇の事由を含む。）※昇給に関する事項以外は書面で明示しなければならない

☐退職手当の適用される労働者の範囲、退職手当の決定・

計算・支払方法・支払いの時期
☐臨時の賃金、賞与
☐食費、作業用品、その他の労働者の負担
☐安全及び衛生
☐職業訓練
☐災害補償及び業務外の疾病扶助
☐表彰及び制裁
☐休職
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４．テレワークにおける
労働安全衛生と労働災害補償

Copyright© 2024  NSR All Rights Reserved 24

・健康相談を行うことが出来る体制の整備
（労働安全衛生法第13条の3）

・労働者を雇い入れたとき又は作業内容を変更したとき
の安全又は衛生のための教育（労働安全衛生法第59条）

・必要な健康診断とその結果等を受けた措置
（労働安全衛生法第66条から第66条の7まで）

・過重労働による健康障害を防止するための長時間労働者
に対する医師による面接指導とその結果等を受けた措置（労

働安全衛生法第66条の8及び第66条の9）

及び面接指導の適切な実施のための労働時間の状況の把握
（労働安全衛生法第66条の8の3）、

面接指導の適切な実施のための時間外・休日労働時間の算
定と産業医への情報提供
（労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）第52条の2）

・ストレスチェックとその結果等を受けた措置
（労働安全衛生法第66条の10）

・労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健
康の保持増進を図るために必要な措置
（労働安全衛生法第69条）

「テレワークを行う労働者の安全衛生を確保するためのチェックリスト」

４-1.テレワークにおける安全衛生の確保
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「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドラインhttps://www.mhlw.go.jp/content/000580827.pdf

・ 対象となる作業

・ 作業環境管理

・ 作業管理

・ 情報機器等及び作業環境の維持管理

情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン（情報機器ガイドライン）とは、
事務所において行われる情報機器作業の労働衛生管理についての基準を示したものです

事務所以外の場所で行われる情報機器作業についても、
情報機器ガイドラインに準じた管理をして下さい

情報機器作業とは、
パソコンやタブレット端末等の情報
機器を使用して、データの入力・検
索・照合等、文章・画像等の作成・編
集・修正等、プログラミング、監視等
を行う作業

・ 健康管理

・ 労働衛生教育

・ 配慮事項等

作業管理

＜情報機器の例＞ 
・デスクトップ型パソコン
 ・ノート型パソコン 
・タブレット 
・スマートフォン

４-２.情報機器ガイドライン（情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン）
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出所：厚生労働省ホームページより引用し編集

 ・作業等を行うのに十分な空間が確保されているか   

       ・転倒することがないよう整理整頓されているか

・作業に支障がない十分な明るさにすること
 （参考：事務所則第10条、情報機器作業ガイドライン）

机上は照度300ﾙｸｽ以上とする

・冷房、暖房、通風などを利用し、作業に適

した温度、湿度となるよう、調整をすること

（参考：事務所則第5条、情報機器作業ガイドライン）   室温18℃～28℃  

相対湿度40％～70％   を目安とする

・空気の入れ換えを行うこと
（窓の開閉や換気設備の活用）

・ ディスプレイに太陽光が入

射する場合は、   窓にブライ

ンドやカーテンを設けること
（参考：事務所則第3条、情報機器作業ガイドライ

ン）

窓
照明

室温 湿度

部屋

・ 目、肩、腕、腰に負担がかか

らないよう、机、椅子や、ディ

スプレイ、キーボード、マウス

等を適切に配置し、無理のな

い姿勢で作業を行うこと
（参考：情報機器作業ガイドライン）

机、椅子、PC
・ 必要なものが配置できる広さがある

 ・ 作業中に脚が窮屈でない空間がある

 ・ 体型に合った高さである、又は高さの調整ができる

机

・ 安定していて、簡単に移動できる

・ 座面の高さを調整できる

・ 傾きを調整できる背もたれがある

・ 肘掛けがある

椅子

・ 輝度やコントラストが調整できる

・ キーボードとディスプレイは分離して位置を調整できる

・ 操作しやすいマウスを使う
（※）ディズプレイ画面の明るさ、書類及びキーボード面における明るさと周辺の明るさの差はなるべく小さくすること

PC

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_01603.html

一部改正
基 発 1201 第 ７ 号
令和３年 12 月 １ 日

（参考：事務所則第2条）

設備の占める容積を除き、
10m3以上の空間とする

４-3. 自宅等でテレワークを行う際の作業環境整備
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27

テレワークにおけるメンタルヘルス対策のための手引き
https://www.mhlw.go.jp/content/000917259.pdf

「いつもと違う」部下の様子
○ 遅刻、早退、欠勤が増える
○ 休みの連絡がない（無断欠勤がある）
○ 残業、休日出勤が不釣合いに増える
○ 仕事の能率が悪くなる。思考力・判断力が低下する
○ 業務の結果がなかなかでてこない
○ 報告や相談、職場での会話がなくなる（あるいはその逆）

○ 表情に活気がなく、動作にも元気がない（あるいはその逆）

○ 不自然な言動が目立つ
○ ミスや事故が目立つ
○ 服装が乱れたり、衣服が不潔であったりする

ラインによるケアで大切なのは、
管理監督者が「いつもと違う」部下に早く気付くこと。
日頃から部下に関心を持って接しておき、
いつもの行動様式や
人間関係の持
ち方について
知っておく
ことが必要。

４-４. メンタルヘルス対策
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自宅で所定労働時間にパソコン業務を行っていたが、ト
イレに行くため作業場所を離席した後、作業場所に戻り
椅子に座ろうとして転倒した事案。
これは、業務行為に付随する行為に起因して災害が発生
しており、私的行為によるものとも認め
られないため、業務災害と認められる。

個別事例
個別の判断は所轄の労働基準監督署が行いますが
具体的に認定されたケースは以下の事例があります。

テレワーク時であっても

業務遂行性・業務起因性が認められた場合に給付

就業の場所

住居と就業の場所の往復等を合理的な経路及び方法で行うこ
と等によって被った傷病等をいい、モバイル勤務や施設利用
型勤務では、通勤災害が認められる場合も考えられます

住居

恣意的行為私的行為

恣意的行為・私的行為によるものは
認められない。

通勤災害

出所：「テレワーク導入のための労務管理等Ｑ＆Ａ集」厚生労働省

使用者は、労働時間の把握において、情報通信機器の使用状況
などの客観的な記録や労働者から申告された時間の記録の保
存、災害発生状況等を可能な限り記録しておくことを労働者に
対して周知することが望ましい。

モバイル勤務・サテライトオフィス勤務時にも労災保険は適用されます。

４-5. テレワークにおける労働災害
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５．テレワークにおける
人事評価と費用負担
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■人事評価は、企業が労働者に対してどのような働きを求め、どう処遇に反映するかといった観点か
ら、企業がその手法を工夫して、適切に実施することが基本

上司は、部下に求める内容や水準等をあらかじめ具体的に示しておく

人事評価の
評価者

評価対象期間中には、必要に応じてその達成状況について
労使共通の認識を持つための機会を柔軟に設ける

非
対
面
の
働
き
方
に
お
い
て
適
正
な
評
価
を
実
施
で
き
る
よ
う
、

評
価
者
に
対
す
る
訓
練
等

の
機
会
を
設
け
る
等
の
工
夫
が
考
え
ら
れ
る
。

特に行動面や勤務意欲、態度等の情意面を評価する企業は、評価対象となる具体
的な行動等の内容や評価の方法をあらかじめ見える化し、示すこと

なお、テレワークを行う場合の評価方法を、オフィス勤務の場合の評価方法と区別する際には、誰もがテレワークを行えるようにするこ
とを妨げないように工夫を行うとともに、あらかじめテレワークを選択しようとする労働者に対して当該取扱いの内容を説明すること

５-1. テレワークにおける人事評価制度のポイント

望
ま
し
い
例

テレワークを実施せずにオフィスで勤務していることを理由に、
オフィスに出勤している労働者を高く評価すること等

テレワークを実施している者に対し、時間外や休日のメール等に
対応しなかったことを理由として、不利益な人事評価を行うこと

適
切
な
評
価
で
は
な
い

＞
テレワーク勤務者オフィス勤務者
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あらかじめ労使で十分に話し合い

就業規則に規定しなければならない

負担

労働基準法
第八十九条五号

■テレワークを行うことによって労働者に過度の負担が生じることは望ましくありません。

・労使のどちらがどのように負担するか
・使用者が負担する場合における限度額

・労働者が請求する場合の請求方法

①在宅勤務者に負担させ
る

在宅勤務の頻度が高くない場合 就業規則に規定しなければならない。
（労基法 第８９条の第５項）

②テレワーク（在宅勤務）
手当を支給する

月額３,０００～5,000円、
日額100円～150円が多い

渡し切り（実費弁償でない）の場合、
社会保険料や割増賃金の算定基礎となる。

③「実費相当分」を支給す
る

実際の費用のうち業務に要した
実費の金額を在宅勤務の実態
（勤務時間等）を踏まえて合理
的・客観的に計算し、支給する。

社会保険料や割増賃金の算定基礎でない。

■通信費や水道光熱費など、業務使用分とプライぺーとの切り分けが困難な費用について

※テレワーク対象者が一時的に出社する際に要する交通費（実費）について
基本的に、当該労働日における労働契約上の労務提供地が、企業であれば通勤交通費（社会保険料等の算定基礎に含める）、

自宅であれば交通費（社会保険料等の算定基礎に含めない）。

（参考）国税庁「在宅勤務に係る費用負担等に関するＦ
ＡＱ（源泉所得税関係）」
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0020012-
080.pdf

５-２.テレワークに要する費用負担の取扱い
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６．労働時間制度の活用
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労
働
基
準
法

1ヵ月単位の変形労働時間制

裁量労働制
（労働時間の例外）

第32条の2

第32条の3

第32条の4

第32条の5

第38条の3

第38条の4

第38条の2

第41条の2

第32条

所定労働時間勤務

シフト制勤務

時差出勤制度

労働者ごとに自由度を認める制度

過半数組合等との労使協定書又は就業規則等により、1箇月以内の一定期間を平均し
1週間の労働時間が40時間を超えない範囲内において、各労働日の労働時間を具体
的に定めるもの。変形労働時間制

（労働時間の例外）

変形労働時間制は、週平均40時
間以内の範囲で、36協定届によらず、
割増賃金を支払うことなく、特定の

日・週に法定労働時間の原則を超え
て労働させることができる制度です。

フレックスタイム制

1年単位の変形労働時間制

1週間単位の非定型的変形労働時間制

専門業務型裁量労働制

企画業務型裁量労働制

事業場外労働

高度プロフェッショナル制度

通常の労働時間制
（法定労働時間）

1日8時間、1週40時間

就業規則等により始業及び終業の時刻をその労働者の決定に委ねることとした労働者について、過
半数組合等との労使協定書により、対象となる労働者の範囲、清算期間（3箇月以内）、清算
期間における総労働時間等の事項を定めるもの。

過半数組合等との労使協定書により、1年以内の一定期間を平均して1週間の労働時間が40時
間を超えない範囲内において、対象期間における労働日及び当該労働日ごとの労働時間を具体的
に定めるもの。協定書は届出が必要です。

規模30人未満の小売業、旅館、料理店及び飲食店の事業を対象とした、1週間単位
の非定型的変形労働時間制

専門業務に従事する労働者について、労使協定書で定めた時間労働したとみなす制度。対象は法
定の19業務に限られ、労使協定書には業務遂行手段及び時間配分の決定に関し具体的指示を
しないこと、健康・福祉確保措置、苦情処理措置等の定めを要します。

企画業務に従事する労働者について、労使委員会の決議による時間労働したとみなす制度。対象
は事業の運営に関する事項についての企画、立案、調査及び分析の業務に従事し、業務遂行手
段及び時間配分の決定等に関し使用者が具体的指示をしない労働者に限られます。導入には労
使委員会が決議したことを届出し、対象労働者が同意すること等の条件があります。

事業場外で労働に従事し労働時間を算定し難いときは、所定労働時間労働したものとみなされます
が、当該業務を遂行するためには通常所定労働時間を超えて労働することが必要となる場合には、
その通常必要となる時間労働したものとみなすもの。

高度の専門的知識等を有し、職務の範囲が明確で一定の年収要件を満たす労働者を対象として、
労使委員会の決議及び労働者本人の同意を前提として、年間104日以上の休日確保措置や健
康管理時間の状況に応じた健康・福祉確保措置等を講ずることにより、労働基準法に定められた労
働時間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関する規定を適用しない制度です。

フレックスタイムの導入が難しい会社でも、所定労働時間のパターンをいくつか用意して、社
員と話し合いで調整して、会社が指定する制度。

その日の所定労働時間はそのままとしつつ、始業及び終業の時刻についてテレワークを行う
労働者ごとに自由度を認める制度。（テレワークガイドラインより）

就業規則で定められた始業時刻に始まり終業時刻に終わる時間制度。

一定の要件で従業員を分け、そのグループの中で定時に始まって定時に終わる時間制度。

６-1.労働時間法制度の分類
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■フレックスタイム制は、労働者が始業及び終業の時刻を決定することができる制度であり、テレワーク
になじみやすい制度である。（中抜けや運用による家庭生活の充実など）

出所：厚生労働省「フレックスタイム制.のわかりやすい解説. ＆. 導入の手引き」

フレックスタイム制を導入するには

労使協定で所定の事項を定め、就業規則への規定、届出が必要となる。

緊急対応またはトライアル中だからといって労働基準法を免除・猶予する特例はない。
（※労働基準法第33条所定の災害等による臨時の必要がある場合の時間外休日労働等を除く）

例
え
ば

テレワーク

出所：厚生労働省「テレワークガイドライン」

中抜け

テレワーク日
はコアタイム
を設けない

出勤日・時間
はコアタイム

を設ける
在宅勤務

始業及び終業
の時刻を柔軟
に調整

労働者自らの判
断により、中抜
け時間を調整

６-2.フレックスタイム制
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出所：厚生労働省「フレックスタイム制.のわかりやすい解説. ＆. 導入の手引き」

（ⅰ）就業規則等への規定 （ⅱ）労使協定で所定の事項を定めること

■就業規則その他これに準ずるものにより、

始業及び終業の時刻を労働者の決定に委ねる旨を

定める必要があります。

①対象となる労働者の範囲 ②清算期間 
③清算期間における総労働時間 （清算期間における所定労働時間） 

④標準となる１日の労働時間
⑤コアタイム（※任意） ⑥フレキシブルタイム（※任意）

■労使協定に制度の基本的枠組みを定める

６-３.フレックスタイム制度の留意点
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使用者の具体的な指揮監督が
及ばないときに活用できる制度

① 情報通信機器が、使用者の指示により常時通
信可能な状態におくこととされていないこと

② 随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を
行っていないこと 制度を適用することができる

要件①

勤務時間中に、労働者が自分の意思で通信回線自体を切断することができる場合

勤務時間中は通信回線自体の切断はできず、使用者の指示は情報通信機器を用いて行われるが、労働者が情
報通信機器から自分の意思で離れることができ、応答のタイミングを労働者が判断することができる場合

会社支給の携帯電話等を所持していても、その応答を行うか否か、又は折り返しのタイミングについて労働者に
おいて判断できる場合

要件②
使用者の指示が、業務の目的、目標、期限等の基本的事項にとどまり、一日のスケジュール（作業内容とそれを
行う時間等）をあらかじめ決めるなど作業量や作業の時期、方法等を具体的に特定するものではない場合

情報通信機器を労働者が所持していることのみをもって、制度が適用されないことはない。

①②をいずれも満たす場合

（筆者注）

作業量や作業
の時期、方法等
を具体的に特
定できると

「みなし労働時
間制」は適用で

きない

■事業場外みなし労働時間制は、労働者が事業場外で業務に従事した場合におい
て労働時間を算定することが困難な時に適用される制度

テレワーカー

６-４.事業場外みなし労働時間制
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通
常
の
労
働

時
間
制
度

変
形
労
働

時
間
制

始業及び終業の時刻

あらかじめ
定める必要がある

テレワーク ■その日の所定労働時間はそのままと
しつつ、始業及び終業の時刻について
テレワークを行う労働者ごとに自由度
を認めることも考えられる

■あらかじめ就業規則に定めておくことによって、テレワークを行う際に労働者が始業及び終業の時刻
を変更することができるようにすることが可能

所定労働時間

「通常の労働時間制」「変形労働時間制」のままで労働時間を柔軟に

テレワークでオフィスに
集まらない労働者

必ずしも一律の時間に労
働する必要がないとき

始
業

終
業テレワーク

テレワークガイドライン

６-５.通常の労働時間制度及び変形労働時間制
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■テレワークの場合においても、労働時間の把握に関して、
労働時間制度に応じて次のような点に留意することが必要である。

フレックスタイム制 事業場外みなし労働時間制

裁量労働制

使用者は労働者の労働時間
については、適切に把握す
ること

事業場外で業務に従事した場合

労働時間を算定することが困難なとき

テレワークを行う労働者は、就業規則等で
定められた所定労働時間を労働したものと
みなされる
ただし、業務を遂行するために通常所定労
働時間を超えて労働することが必要となる
場合には、当該業務に関しては、当該業務
の遂行に通常必要とされる時間を労働し
たものとみなされる

必要に応じて、実態に合ったみなし
時間となっているか労使で確認し、
使用者はその結果に応じて業務量等
を見直すこと

専門業務型裁量労働制 企画業務型裁量労働制

労使協定 労使委員会の決議

法定事項 法定事項

労働基準監督署長に届け出 労働基準監督署長に届け出

業務の遂行の手段

時間配分の決定

等
使用者が具体的な指示をしない
こととする業務に就かせた場合

対象労働者を業務の性質上その適切な遂行のためには
遂行の方法を大幅に労働者の裁量に委ねる必要がある

決議や協定で定めた時間労働した
ものとみなされる制度

必要に応じて、業務量が過大又は期限の設定
が不適切で労働者から時間配分の決定に関
する裁量が事実上失われていないか、みなし
時間と当該業務の遂行に必要とされる時間
とに乖離がないか等について労使で確認し、
使用者はその結果に応じて業務量等を見直
すこと

制度の基本的枠組みを定める
a. 対象となる労働者の範囲 b. 清算期間
c. 清算期間における総労働時間
d. 標準となる一日の労働時間
e. コアタイム（※任意） f. フレキシブルタイム（※任意）

①就業規則等に記載

②労使協定が必要

始業・終業時刻を労働者の決
定に委ねることを定める

６-６.労働時間制度ごとの留意点
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７．労働時間管理の工夫
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「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成 29 年１月 20 日策定）
も踏まえた使用者の対応として、
次の方法によることが考えられる。

客
観
的

な
記
録

① 情報通信機器の使用時間の記録等により、労働時間を把握すること

② サテライトオフィスへの入退場の記録等により労働時間を把握すること

［労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置］

①使用者が、

自ら現認すること
により確認

２．原則的な方法

②タイムカード、ＩＣカード、パソコンの

使用時間の記録等の客観的な記録
を基礎として確認し、適正に記録

① ガイドラインの十分な説明

②実態調査の実施。乖離あれば補正。
（入退場記録やパソコンの使用時間等）

③適正な自己申告を
阻害する措置を設けてはならない

などの措置を講じる必要がある

タイムカード

パソコンの
ログ

ＩＣカード

３．やむを得ず自己申告の場合

使用者は労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・ 終業時刻を確認し、これを記録すること

１．始業・終業時刻の確認・記録
※賃金台帳には、労働者各人別の労働時間数を記入しなければならない

労基法108条、労基法施行規則54条1項5号

現認

７-１. 労働時間の把握
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Eメール・チャット
・使い慣れている
・業務の報告を同時に行いやすい
・担当部署も一括で記録を共有できる

電話
・使い慣れている
・時間がかからない
・コミュニケーションしやすい

勤怠管理システム
（仮想オフィス、グループウエア等）
・個別に報告する手間がかからない

■勤怠管理の方法

勤怠管理ツール
・Eメール通知しなくてよい
・大人数を管理しやすい
・担当部署も記録を共有できる

8:25にメール等で「今から勤務開始し
ます」と送信、またはシステム打刻

8:25

始業時刻を8:25と記録した場合

始業時間を8:30と記録した場合

客観的な記録を基礎にして確認

自己申告による把握

8:25

8:25にメール等で「8:30～勤務開始し
ます」と送信、またはシステム打刻

8:30～
勤務開始
します

今から
勤務開始
します

７-２. テレワーク時の労働時間把握の方法
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■勤務時間の一部でテレワークを行う際の移動時間

在宅勤務

移動時間

使用者が労働者に対し就業場所間
の移動を命じ、その間の自由利用
が保障されていない場合の移動時
間は、労働時間に該当する。

労働者による自由利用が保障され
ている時間については、休憩時間
として取り扱うことが考えられる。

オフィス勤務サテライトオフィス勤務

７-３. 移動時間
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テレワークに際しては、一定程度労働者が業務から離れる時間が生じることが考えら
れる。このような中抜け時間については、労働基準法上、、使用者は把握することとし
ても、把握せずに始業及び終業の時刻のみを把握することとしても、いずれでもよい。

これらの中抜け時間の取扱いについては、あらかじめ使
用者が就業規則等において定めておくことが重要である。

中抜け時間を把握する場合、
休憩時間として取り扱い、
①終業時刻を繰り下げたり、②時間単位の
有給休暇(労使協定要)として取り扱う

中抜け時間を把握しない場合、
始業・終業時刻の間の時間について、
休憩時間を除き労働時間として取り扱う

その方法として、例えば１日の終業時に、労働者から報告させることが考えられる。

~9:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00~

移動 テレワーク
オン

ライン

会議

移動

＜働く時間の柔軟性が高い場合の例＞ ※ワーケーション時にも柔軟に活用

地方でのテレワーク＋中抜け/時間単位年休＋余暇（＋宿泊）

出所：経団連「企業向けワーケーション導入ガイド」

時間単位年休
/地域観光

地域観光/夕食
昼食

７-４. 中抜け時間
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出所：厚生労働省「時間単位の年次有給休暇制度を導入しましょう！」

〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。

（対象者）

第１条 すべての労働者を対象とする。

（日数の上限）

第２条 年次有給休暇を時間単位で取得することができる日数は５日以内とする。

（１日分の年次有給休暇に相当する時間単位年休）

第３条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は、１日の年次有給休暇に相当する時間数を８時間とする。

（取得単位）

第４条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は､１時間単位で取得するものとする。

〇〇株式会社 総務部長  〇〇〇〇
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

〇〇〇〇年〇月〇日

年次有給休暇の時間単位での付与に関する労使協定（例）〈労使協定で定める事項〉

① 時間単位年休の
対象労働者の範囲

対象となる労働者の範囲を定めてください。
一部の者を対象外とする場合には、「事業
の正常な運営を妨げる場合」 に限られます。

② 時間単位年休の日数
１年５日以内の範囲で定めてください。

③ 時間単位年休
１日分の時間数

１日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年
休に相当するかを定めて  ください。１時間に満
たない端数がある場合は時間単位に切り上げて
く  ださい。（例）所定労働時間が１日７時間 30 
分の場合は８時間となります。

④ １時間以外の時間を単位
として与える場合の時間数
２時間単位など１日の所定労働時間数を上
回らない整数の時間単位を定めてください。

※時間単位年休は、年５日の年休取得義務化、計画年休付与のいずれも対象とはなりません。

■時間単位の年次有給休暇制度を導入する場合には、就業規則への記載と労使協定の締結が必要になります。

年5日の年休
取得義務ｶｳﾝﾄ

計画年休付与 労使協定の締結

時間単位年休 ×（不可） ×（不可） 〇（要）

半日単位年休 〇（可） 〇（可） ×（不要）

※対象者について「育児を行う労働者」など、
取得目的などによって対象範囲を定めることはできません。

７-５. 時間単位の年次有給休暇
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システムへのアクセス制限
所定外深夜・休日は、事前に許可を得ない限り
アクセスできないよう使用者が設定すること

時間外・休日・所定外深夜労働についての手続き

長時間労働等を行う者への注意喚起等

通常のオフィス勤務と同様に、労使の合意により、労働可能な時間帯や時間数を
あらかじめ使用者が設定。手続等を就業規則に明記、労働者に書面等により明示

長時間労働等が生じるおそれのある労働者や、休日・深夜労働が生じた労働者に対して、使用者が
注意喚起を行う。労働時間の記録や、労務管理システムから自動で警告を表示する方法など。

■長時間労働等を防ぐ方法

※旧ガイドラインの
「原則禁止等」を変更

役職者、上司、同僚、部下から時間外等に
メールを送付することを自粛する

メール送付の抑制
※電話等含め、
使用者がルール
を設けるなど

健康障害防止、ワークライフバランスの確保に配慮

７-６. 長時間労働対策について
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【テレワーク相談センターのご案内】

テレワーク導入・推進、
課題抽出・解決に向けて、
経験豊富なテレワークマネー
ジャーがサポート！

1社につき３回まで
無料コンサルティングを
受けることができます。

コンサルティング：https://telework.mhlw.go.jp/support/consulting/

・テレワーク導入時の
就業規則に関すること

・テレワーク時の

労働時間管理に関すること

・テレワークに適した

システムやICT機器に関すること

・テレワーク実施時の

情報セキュリティに関すること

・その他テレワークにおける

労務管理やICT活用に関すること

テレワーク最新情報はじめ、テレワークに関するあらゆるご相談に対応します！
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【育児介護休業法改正、育児介護両立支援に関する参考資料、HP】

厚生労働省「育児・介護休業法について「次世代育成支援対策推進法 改正のポイント」
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001259367.pdf

厚生労働省「中小企業育児・介護休業等推進支援事業」
https://ikuji-kaigo.mhlw.go.jp/
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【人材確保等支援助成金（テレワークコース）】
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【テレワーク事例集、事例動画検索サイト】

令和5年度 テレワーク推進企業等 厚生労働大臣表彰～輝くテレワーク賞～事例集
https://telework.mhlw.go.jp/example/pdf/R5_kagayakuterework_jirei.pdf

（一社）日本テレワーク協会 テレワーク推進賞 事例の紹介
https://japan-telework.or.jp/jta-practice-gallery/
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ご清聴ありがとうございました。
テレワーク社労士

武田かおり

開催回 日 程 開催方式 テーマ

第1回（済） 2024年07月11日(木) オンラインセミナー ウェルビーイング

第２回 2024年08月08日(木) オンラインセミナー 育児・介護・病気

第3回 2024年09月17日(火) 会場開催（東京） とにかくコミュニケーション

第４回 2024年10月10日(木) オンラインセミナー 障がい者雇用を考える

第５回 2024年11月07日(木) 会場開催（大阪） 建設業でもテレワーク

第６回 2024年11月21日(木) オンラインセミナー DX時代のワークスタイルを考える

第７回 2024年12月19日(木) オンラインセミナー これからの採用

第８回 2025年01月16日(木) オンラインセミナー 働く場所とは

厚生労働省令和6年度 厚生労働大臣表彰輝くテレワーク賞

テレワークセミナー https://kagayakutelework.jp/seminar/
お申込お待ちしております。

https://kagayakutelework.jp/seminar/
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